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健康経営の社会実装に向けたビジネスモデル構築、政策提言、普及・啓発活動に積極的に取り組む

健康長寿産業連合会
事務局長/健康経営WG座長

健康経営WGでは以下４つの分科会を形成し、
健康経営の市場化を目指し取り組んでいる

■分科会１：健康経営の普及活動の推進
ー仕組みと仕掛けの開発 ー

■分科会２：健康経営の実践
ー実践企業の価値向上 ー

■分科会３：健康経営ビジネスの発展
ー実践企業の課題解決ー

■分科会４：健康経営の評価研究
ー健康経営価値の見える化ー

2019年から就任

健康経営会議実行委員会
事務局長

健康経営メディアとして、官僚や有識者とも連携し、
健康経営の最新情報を掲出し続けている

■2014年の健康経営優良法人認定制度に先立ち、
2013年に経産省への提案のもと会議を立ち上げ

■10年が経過し、今では、経産省を起点に、厚労省、
スポーツ庁からも連携を求められるメディアに

■健康経営会議の取り組みを、横浜市、神戸市等から、
要望を受け、自治体版 健康経営会議を展開

2013年から就任

NPO法人健康経営研究会
理事

健康経営🄬の生みの親として、変動する社会に対して、

新しい経営戦略としての健康経営を社会実装している

■2006年に発足後、「健康経営🄬」の商標登録を持ち

健康経営の社会実装に取り組む
■「未来を築く、健康経営」他、経済産業省を中心に
複数の政策提言を打ち出す

■健康経営に関わる、他団体の中枢の役割を果たし、
健康経営の普及推進を目指している

2016年から就任

「健康経営🄬」の理念を

社会に生み出した団体

産業を超えて健康長寿産業の
構築を目指す企業団体

（住友生命,NTT,ＴＯＰＰＡＮ,三菱地所,ルネサンス）

産官学で健康経営の普及に
取り組む啓発団体

（登録：4700社／１０，０００名）

産官学が連携し、推進する健康経営
健康長寿産業連合会×NPO法人健康経営研究会×健康経営会議実行委員会

©健康長寿産業連合会



健康長寿産業連合会について

健康長寿産業の振興を目的に、企業・業界団体が主体となった、産業間交流の場として

「健康長寿産業連合会」を2019年10月1日に設立いたしました。日本における高齢化は、

他の先進諸国と比較しても急速に進展すると見込まれ、健康長寿の延伸と社会保障費の

抑制の両立が社会的課題のひとつとして顕在化しています。 本会では企業・業界団体が

主体となった産業間交流の場を通じて、健康寿命の延伸に関する業界の垣根を越えた活動

や、官民一体となった社会的課題の解決に取り組んでいきます。これにより日本における

健康寿命の延伸に関する全ての産業（健康長寿産業）の振興を図るとともに、公的医療・

介護に関わるコストの適正化を目指してまいります。今後とも、皆さまからのご支援・

ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 健康長寿産業連合会 会長橋本雅博

©健康長寿産業連合会 3



役職 所属 役職 氏名(敬称略)

１ 会 長 住友生命保険相互会社 取締役会長 代表執行役 橋本 雅博

２ 副会長 NTT㈱ 代表取締役副社長 廣井 孝史

３ 副会長 三菱地所㈱ 執行役常務 井上 俊幸

４ 副会長 TOPPAN ホールディングス㈱ 取締役 副社長執行役員 CHRO 坂井 和則

５ 副会長 ㈱ルネサンス 取締役名誉会長 斎藤 敏一

６ 理 事 オムロンヘルスケア株式会社 代表取締役社長 岡田 歩

７ 理 事 NPO法人健康経営研究会 理事長（医師・産業医） 岡田 邦夫

８ 理 事 キリンホールディングス㈱ 取締役副社長 坪井 純子

９ 理 事 ALSOK㈱ 常務執行役員 介護事業担当 熊谷 敬

10 理 事 ＳＯＭＰＯホールディングス㈱
執行役員
ＳＯＭＰＯひまわり生命保険株式会社代表取締役社長執行役員

久米 康樹

11 理 事 ㈱ローソン 人事本部上級執行役員 人事本部長 兼 ローソングループ健康推進室長 日野 武二

健康長寿産業連合会組織体制（2026年3月現在）

役職 所属 役職 氏名(敬称略)

顧問（前会長） NTT㈱ 取締役会長 澤田 純

顧問（前副会長） 三菱地所株式会社 特別顧問 杉山 博孝

顧問（前副会長） TOPPAN ホールディングス㈱ 常勤相談役 大久保 伸一

役職 所属 役職 氏名(敬称略)

１ 監 事 順天堂大学 医学部総合診療科学講座教授 矢野 裕一朗

2 監 事
国立研究開発法人
産業技術総合研究所

人間社会拡張研究部門副研究部門長 竹中 毅

役職 所属 役職 氏名(敬称略)

１ 事務局長 ㈱ルネサンス 執行役員健康価値共創部部長 樋口 毅
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■参加企業・団体一覧

会員種別 企業名

企業 NTT株式会社

企業 三菱地所株式会社

企業 TOPPANホールディングス株式会社

企業 株式会社ルネサンス

企業 キリンホールディングス株式会社

企業 住友生命保険相互会社

企業 ALSOK株式会社

企業 株式会社ローソン

企業 ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社

企業 オムロンヘルスケア株式会社

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 特定非営利活動法人健康経営研究会

企業 ＳＯＭＰＯヘルスサポート株式会社

企業 味の素株式会社

企業 株式会社イトーキ

企業 株式会社NTTドコモ

企業 株式会社第一興商

企業 西川株式会社

会員種別 企業名

企業 株式会社Wellmira

企業 株式会社ベネフィット・ワン

企業 ユニ・チャーム株式会社

企業 株式会社三菱総合研究所

企業 東京海上日動火災保険株式会社

企業 株式会社日本能率協会マネジメントセンター

企業 日本テレビホールディングス株式会社

企業 株式会社ＮＴＴデータ

企業 株式会社エイディーディー

企業 株式会社ニチレイ

企業 中外製薬株式会社

企業 TOPPANエッジ株式会社

団体 一般社団法人健康食品産業協議会

団体 一般財団法人明治安田健康開発財団

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 仙台市

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 松本市

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 横浜市

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 神奈川県

5

会員数：28社、3団体、４自治体 理事企業

2026月3月現在

©健康長寿産業連合会
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テーマ 取組概要 座長

WG1 健康都市モデルの検討

2021年度で得られた“地域における幸福感を表す普遍的な因子”をベースに、
特定エリアにおける活用方法の検討、サービス設計、
政策との連携／提言等を図る

三菱地所
まちづくり推進部
担当部⻑
井上 成

WG2 健康関連データの活用推進

産業界が率先してWell-being societyの実現に向けた
データ利活用による健康経営を実践
具体的には、企業の勤務・健診データ等に加え、ライフログ等PHR データを
収集・分析し、産業医等へ連携することで社員の自律的な行動変容を促す
仕組みを構築する等、社員の健康増進をより一層図っていく

NTT 執行役員
研究開発マーケティング本部

アライアンス部門⻑
爪⻑ 美菜子

住友生命保険
上席執行役員
堀 竜雄

WG3 健康経営の推進

本WGが起点となり、本会内外の健康経営を実践する企業の
「価値向上」「量」への貢献を目的に活動

「普及活動の推進」「健康経営の実践」「健康経営ビジネスの発展」
「健康経営の評価研究」の4つの分科会を設置し、健康経営実践企業
の量・質の向上、健康経営価値の見える化、共創価値向上を目指す

健康経営研究会
副理事⻑
平野 治

ルネサンス 執行役員
健康価値共創部⻑

樋⼝ 毅

WG4
国民の健康リテラシー向上
に資する啓発活動

情報拡散の作用点として設定したクラスタに対して、
若年層自身による配信を行い、作用機序を明らかにする

SNS 等を使った情報拡散において企業としての最適な関与方法を模索

TOPPAN
情報コミュニケーション

事業本部
事業戦略本部 担当部⻑

三賀森 昭彦

SOMPOヘルスサポート
執行役員

サービス開発部⻑
髙橋 秀和

健康長寿産業連合会の活動について
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2025年度の健康経営優良法人の申請状況
総申請法人数：27,634法人（前年 +3,498法人）／総認定法人数：26,864法人（前年 +3,688法人）

■中小規模法人
申請法人数：23,459法人（前年 +3,192法人）
認定法人数：23,087法人（前年 +3,291法人）
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大規模法人の申請・認定の推移
大規模法人_申請上場企業

大規模法人申請数

大規模法人認定数■大規模法人
・申請法人数：4,175法人（前年 +306法人）
・認定法人数：3,777法人（前年 +397法人）
・上場企業の申請社数 1,317法人（上場企業の申請率32.6%）
└日経平均株価を構成する企業の84%が健康経営優良法人に申請

健康経営度調査は、大企業にとっては当たり前の経営になりつつある。中小企業に対しては、一層の啓発の仕組みや仕掛けが必要。

©健康長寿産業連合会
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認証制度 認定 認定数 認定年度 認定対象

健康経営優良法人
経済産業省
日本健康会議

26,864 2025年度
健康経営に取り組む法人
大規模3,777法人、中法規模：23,087法人

スポーツエールカンパニー スポーツ庁 1,635 2025年度 従業員の運動・スポーツ実践に取り組む法人

食育実践優良法人 農林水産省 近日、発表 2025年度 従業員への食育実践に取り組む法人

安全衛生優良企業 厚生労働省 39 2025年度 労働者の安全と健康確保に積極的に取り組む企業

なでしこ銘柄 経済産業省 44 2025年度 女性活躍推進に優れた上場企業

えるぼし認定 厚生労働省 3853 2025年9月 女性活躍の実施状況が優良な企業

くるみん認定 厚生労働省 6143 2025年9月
次世代育成支援対策推進法に基づき行動計画を策定し、
一定の案件を満たした企業

ユースエール認定 厚生労働省 1329 2025年度
若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況など
が優良な中小企業
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スポーツエールカンパニー
ユースエール認定
食育実践優良法人

なでしこ銘柄
安全衛生優良企業

国が進める企業に向けた顕彰制度

健康経営は他の懸賞制度と比較して単に量が多いだけではなく、大企業ともに中小企業が参画していることが特徴

2025年度の健康経営優良法人の申請状況
総申請法人数：27,634法人（前年 +3,498法人）／総認定法人数：26,864法人（前年 +3,688法人）

©健康長寿産業連合会
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2025年3月17日 提言発表
2025年3月18日 経産省 健康経営推進検討会提言

健康経営の社会への浸透・定着 ： 健康経営の定義や基本的な考え方に関する政策提言

【発表元】
NPO法人健康経営研究会、健康長寿産業連合会、健康経営会議実行委員会

健康経営の推進
©健康長寿産業連合会



介護は静かな人材危機
先進企業で７％が現在介護、5年以内に35%が当事者予備群

■介護実態状況
健康長寿産業連合会加盟企業における調査では、現在介護を担う従業員は7.6％（約13人に1人）で、男女差はほぼ
見られない。一方、5年以内に介護が発生する可能性がある従業員は35.2％と約3人に1人にのぼり、顕在層の約4.6倍
の予備群が存在することが明らかとなった。介護は女性特有の課題ではなく、全社的な人的資本リスクとして捉える
必要がある。短期的な両立支援と、中長期的な予防・備えの両輪による戦略的対応が求められる。

健康経営の社会への浸透・定着 ： 健康経営の定義や基本的な考え方に関する政策提言

©健康長寿産業連合会 11
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『我が国における健康経営の取組みと企業収益の関連性の検証』

健康長寿産業連合会は、
順天堂大学医学部総合診療科学講座
の矢野裕一朗教授との共同研究で
「経済産業省 健康経営度調査」
（2017〜2020 年度）の
個票データを用いて、企業の健康経営
施策と企業利益の関連性を検証し、
2022 年 9 月国際的学術雑誌
『Epidemiology and Health
(epiH)』（Journal impact factor 
5.9）に論文掲載

健康経営の可視化と質の向上：健康経営の投資と営業利益の相関について海外発表

©健康長寿産業連合会



分析の結果、企業利益との関連性が高かった項目は、喫煙者の割合（SHAP値0.121）、従業員1人当たりの保健事業費（0.084）、
従業員1人当たりの医療費（0.050）、営業職の正社員割合（0.074）、流通・販売・サービス職の正社員割合（0.054）、
睡眠により十分な休養がとれている割合 (0.055）、運動習慣者割合（0.043）であった。
これらの結果から、従業員と組織における健康づくりの取り組みは、企業利益と関連することが判明した。健康経営に取り組み、
従業員への健康投資を行うことは、健康的で生産性の高い労働力を生み出す可能性が示唆された。

健康経営の可視化と質の向上：健康経営の投資と営業利益の相関について海外発表

©健康長寿産業連合会 13

喫煙や睡眠、運動習慣などの健康リスク要因が企業利益に密接に関連していることを明らかにした健康経営の推進
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新たなマーケットの創出：健康経営先進企業における特徴的な健康投資事例を紹介

©健康長寿産業連合会

001 味の素株式会社
002 株式会社イトーキ
003 株式会社Wellmira
004 NTT株式会社
005 オムロンヘルスケア株式会社
006 キリンホールディングス株式会社
007 住友生命保険相互会社
008 SOMPOヘルスサポート株式会社
009 SOMPOホールディングス株式会社
010 中外製薬株式会社
011 東京海上日動火災保険株式会社
012 TOPPANホールディングス株式会社
013 西川株式会社
014 株式会社ニチレイ
015 株式会社日本能率協会マネジメントセンター
016 株式会社ベネフィット・ワン
017 三菱地所株式会社
018 ユニ・チャーム株式会社
019 株式会社ルネサンス
020 株式会社ローソン

健康経営優良法人2025認定企業20社の先進事例を掲載

出典： 健康長寿産業連合会 2026健康経営先進企業事例集



新たなマーケットの創出
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DNA検査 睡眠センサー

出典： 健康長寿産業連合会 2026健康経営先進企業事例集



新たなマーケットの創出
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デバイス提供 卒煙チャレンジ

出典： 健康長寿産業連合会 2026健康経営先進企業事例集



新たなマーケットの創出
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Vitality 卒煙チャレンジ

出典： 健康長寿産業連合会 2026健康経営先進企業事例集



新たなマーケットの創出
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Aruku&
3Dストレス
チェック

出典： 健康長寿産業連合会 2026健康経営先進企業事例集



新たなマーケットの創出
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積極的な受診勧奨

出典： 健康長寿産業連合会 2026健康経営先進企業事例集



20

新たなマーケットの創出：健康経営先進企業における特徴的な健康投資事例を紹介
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高齢化と、少子化による人口減少

労働生産人口の減少 地方都市の衰退

日本の人口ボーナスの終焉

健康づくり×働き続ける仕組みづくり＝社会保障費の適正化＆一人あたりGDPの向上

シニアの活躍
健康×複線的就労の実現

関係生産人口の構築
多拠点での多様な役割づくり

健診データ
（法定健診）

レセプト
（皆保険制度）

ライフログ
データ

PHRデータの積極的な利活用
データ統合/ポータビリティ

健康を基盤に働き続ける力
中小企業におけるワークシェアリング

働き方の多様化による自由な暮らし方
テレワーク/ギグワーク

健康経営を基盤とする、生涯現役社会の実現

構造転換

今後の健康経営3.0の戦略テーマ：「生涯現役社会の構築」

パーソナライズド・
ヘルスケアを実現し
健康寿命を延伸する

個人に帰属する
健康情報を、
地域へ活かす

新たなヘルスケアサービス
リアルワールドデータの活用
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日本の強みは、法定健診と皆保険により世界でも稀有な健康データ基盤を有していることにある。
今後は、これらの健康データを個人に帰属・可搬型のPHRとして再設計することで、生涯にわたる

パーソナライズド・ヘルスケアと社会保障の最適化の同時実現を目指すことができる。

■これからの健康経営における新たなヘルスケアサービスの方向性
― 日本の制度基盤を活かしたパーソナライズド・ヘルスケアの実現 ―

これからの健康経営においては、画一的な施策ではなく、個々人の状態に最適化された「パーソナライズド・ヘルスケア」の
実現が中核となる。その基盤となるのが、健康関連データの統合と個人主体での管理である。

日本においては、労働安全衛生法によりすべての従業員に定期健康診断が義務付けられていること、さらに皆保険制度
のもとでレセプトをはじめとする医療データが体系的に蓄積されていることから、他国に類を見ない網羅的かつ継続的
な健康データ基盤が既に存在している。この日本独自の制度的アセットを最大限に活用することが、今後の健康経営の
高度化における出発点となる。

これらの定期健康診断結果、レセプトデータ、ストレスチェック、ライフログ等を、本来の主体である個人に帰属させ、一元的
に管理できる仕組みを構築することが重要である。さらに、これらのデータを転職・退職時にも分断されることなく持ち運び
可能とすることで、企業や保険者を跨いだ継続的な健康支援が実現される。このデータ基盤の上に、個々人の健康状態や、
リスクに応じたサービス提供が可能となり、企業間・保険者間でのシームレスな健康づくりが展開される。

加えて、退職後に地域保険へ移行した後も、就労期の健康情報が自治体に引き継がれることで、地域においても個別最適化
された予防・健康サービスの提供が可能となる。その結果として、医療費・介護費の適正化にとどまらず、個人が生涯にわたり
健康を維持し、社会に関わり続ける「生涯現役社会」を支える基盤となる。すなわち、日本の制度的強みを「個人中心のデータ
活用モデル」へと転換することが、健康経営3.0における健康づくりサービス開発の本質である。

©健康長寿産業連合会 22



■健康経営市場の構築における基本原則
― 共創と競争の同時実現 ―

健康経営市場を持続的に拡大・高度化していくためには、「共創」と「競争」を対立概念として捉えるのではなく、
同時に成立させる市場設計が不可欠である。まず、共創の領域においては、企業・保険者・自治体・医療機関・
サービス事業者が連携し、データ連携基盤やルール、標準化仕様を整備することが求められる。特に、日本が
有する法定健診やレセプトデータを含む健康情報を、個人起点で統合・活用できる仕組み（PHR基盤）は、単独
の企業では成立せず、エコシステムとしての共創が前提となる。

一方で、その共通基盤の上では、各事業者が独自の強みを活かし、サービスの質や体験価値、行動変容の成果
によって選ばれる「競争」の領域が広がる。すなわち、データは共有されても、価値創出は差別化される構造で
ある。この「基盤は共創、価値は競争」という分離設計こそが、健康経営市場を健全に発展させる鍵となる。

基盤部分を囲い込めば市場は分断され、競争のみを強めれば全体最適が失われる。両者を意図的に両立させ
ることにより、イノベーションと社会的価値創出が同時に実現される。結果として、企業間・保険者間・地域間を
またいだシームレスな健康づくりが可能となり、個人に最適化されたサービスが継続的に提供されるとともに、
医療費・介護費の適正化という社会的成果にもつながる。

健康経営市場は、データ基盤やルールは共創し、その上でサービス価値を競争する

“共創×競争”の設計によって初めて持続的に成長する。
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